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一般競争入札による市有地売却手続きの流れ 

１ 入札説明書交付 

○ 期 間 令和７年９月２４日（水）～１０月１５日（水） 

○  場 所 鹿児島市役所谷山支所総務課 

２ 物 件 の 確 認 

○ 入札説明書の物件調書を参考に、必ず現地確認をしてください。 

現地見学会：令和７年１０月１０日（金）午前１０時～正午まで 

※入札前に「物件確認書」を提出していただきます。 

３ 入札参加申込書受付 

○ 期 間 令和７年９月２４日（水）～１０月１５日（水） 

○  場 所 鹿児島市役所谷山支所総務課 

４ 入 札（ 開 札 ） 

○ 日 時 令和７年１０月２９日（水） 

入札時間 午前１０時 

○  場 所 鹿児島市役所谷山支所４階大会議室 

※入札受付の際、入札保証金（入札金額の５％以上）を納付していただきま

す。 

５ 契約書等の提出 

       

○  期 間 令和７年１１月６日（木）まで 

○  場 所 谷山支所総務課 

※入札保証金を契約保証金又は売買代金に充当します。 

６ 売買代金の支払 

○ 期 限 納入通知書により指定した期日（契約の翌日から６０日以内） 

○  金 額 売買代金から契約保証金又は入札保証金を差引いた額 

７ 登録免許税 

○ 期 限 売買代金納入後遅滞なく谷山支所総務課へ届けてください。 

○  金 額 土地 課税標準額の１.５％（令和８年３月３１日まで） 

     建物 課税標準額の２.０％ 

※令和８年４月１日以降は、登録免許税の税率は改定されることがあります。 
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一般競争入札実施要領（入札説明書） 

１ 入札物件 

  入札物件は、「入札物件一覧表」のとおりです。 

   

２ 入札に参加する者に必要な資格 

(1) 地方自治法施行令第１６７条の４（７頁参照）の規定に該当しない者であること。 

(2) 納期が到来している鹿児島市税（鹿児島市税が課されていない者で市外に主たる事業所 

等を有するものにあっては、主たる事業所等の所在地の市区町村税）を完納していること。 

(3) 次のアからキまでのいずれにも該当しない者 

ア 役員等（個人である場合にはその者を、法人である場合にはその役員又はその支店若し

くは常時契約を締結する事務所の代表者をいう。以下同じ。）が暴力団員による不当な行

為の防止等に関する法律（平成３年法律第７７号。以下「暴力団対策法」という。 

）第２条第６号の暴力団員（以下「暴力団員」という。）であると認められる者 

イ 暴力団対策法第２条第２号の暴力団（以下「暴力団」という。）又は暴力団員が経営に

実質的に関与していると認められる者 

ウ 役員等が、自己、自社若しくは第三者の不正の利益を図る目的又は第三者に損害を加え

る目的をもって、暴力団又は暴力団員を利用するなどしたと認められる者 

エ 役員等が、暴力団又は暴力団員に対して資金等を供給し、又は便宜を供与するなど直接

的あるいは積極的に暴力団の維持及び運営に協力し、若しくは関与していると認められる

者 

オ 役員等が暴力団又は暴力団員と社会的に非難されるべき関係を有していると認められる

者 

カ 入札物件を、暴力団その他の反社会的団体及びそれらの構成員がその活動のために利用

する場合など、公序良俗に反する用途に使用しようとする者 

キ 入札物件を、風俗営業等の規制及び業務の適正化に関する法律（昭和２３年法律第 

  １２２号。以下「風俗営業法」という。）第２条第１項に規定する風俗営業、同条第５項

に規定する性風俗関連特殊営業その他これらに類する業の用途に使用しようとする者 

３ 入札参加申込 

  入札に参加する方は、「入札参加申込書」（様式第１）に必要事項を記入・記名のうえ、添付書

類を添えてお申し込みください。 

(1) 受付期間 

令和７年９月２４日（水）から同年１０月１５日（水）まで（休日、土曜日及び日曜日を除

く。） 

受付時間は、午前８時３０分から午後５時１５分まで（正午から午後１時までの時間を除

く。） 

(2)  受付場所 

鹿児島市役所谷山支所総務課（２階） 
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(3)  添付書類 

ア 法人：登記簿謄本又は登記事項証明書 

      個人：住民票の写し（マイナンバー（個人番号）が記載されていないもの） 

      ※ 発行日から３ヶ月以内のもの（コピー不可） 

イ 本市発行の鹿児島市税（鹿児島市税が課されていない者で市外に主たる事業所等を 

有するものにあっては、主たる事業所等の所在地の市区町村税）に滞納がないことの 

証明書（公告日以後に発行のものに限る。写しでも可） 

(4)  その他 

      郵送での受付はいたしておりません。 

       必ず申込者ご本人か、申込内容について説明できる方が直接持参してください。 

       ※ 入札参加申込後、都合により入札に参加できなくなった場合は、「入札辞退届」 

（様式第８）を提出してください。 

４ 入札参加資格の確認 

入札参加申込をされた方には、審査後「入札参加資格確認通知書」（様式第２）により結果

を通知します。 

５ 物件の確認 

   物件については物件調書に概略を記載していますが、引渡しは現状引渡しとなりますので必

ず事前に現地を確認し、法令等に基づく規制や諸条件等について関係機関へ問い合わせる等の

調査を行ってください。なお、現物と物件調書の数量等が符合しない場合でも、これを理由と

して契約の締結を拒むことはできません。 

※ 入札の前に、「物件確認書」（様式第３）を提出していただきます。 

６ 現場見学会 

  (1) 日時 令和７年１０月１０日（金）午前１０時から正午まで 

  (2) 集合場所 旧火の河原分校跡（鹿児島市平川町字北火河原６２１３番４） 

  (3) 事前予約 

※ 現場見学会に参加を希望する場合は、事前に電子メールで送付し予約すること。なお、電子メ

ールの着信確認は、送信者の責任において行うこと。 

① 受付期間 

 公告日から１０月９日（木）正午まで 

② 受付電子メールアドレス 

 tasou-chiki@city.kagoshima.lg.jp 

③ 記載内容 

 件名は、「旧火の河原分校跡現場見学会参加申込み」とし、メール本文に、事業者名（個人 

の方は記載不要）、担当者または氏名、電話番号及びメールアドレスを記載すること。 

 

mailto:tasou-chiki@city.kagoshima.lg.jp
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７ 入札日時及び場所 

  (1)入札日 令和７年１０月２９日（水）午前１０時 

  (2) 入札受付 鹿児島市役所谷山支所４階大会議室 

                          入札開始時間の３０分前から受付を開始します。受付及び入札保証金の納付等手

続があり時間を要しますので、入札開始時間の１５分前までには必ずお越しの

上、受付を行ってください。 

  (3) 入札場所 鹿児島市役所谷山支所４階大会議室 

８ 入札保証金の納付 

(1) 入札当日の入札開始前までに、入札金額の５％（１円未満切上）以上に相当する入札保証

金を、現金又は銀行振出小切手により納付いただきます。 

(2) 入札保証金を納付する際は、「入札保証金納付書」（様式第４）も提出してください。 

(3) 落札されなかった方の入札保証金は、入札終了後「入札保証金還付請求書」（様式第５）と 

引き換えに速やかに還付します。ただし、落札者の入札保証金は、契約保証金又は売買代金 

に充当します。 

※  入札者が法人又は個人名で業を営んでいる方の場合、入札保証金を還付するとき入札保

証金領収書に２００円の収入印紙が必要です。（非課税法人又は個人で、営業に関しない

方は必要ありません。） 

(4) 落札者が契約を令和７年１１月６日（木）までに締結しない場合、落札は無効となり、納

付された入札保証金は鹿児島市に帰属することになります。 

９ 入札方法等 

(1) 受付及び入札保証金の納付 

    入札の受付は、入札開始時間の３０分前から行います。その際、入札保証金を納付してい

ただきます。 

※ 入札開始時間までに受付完了していない場合は入札に参加できませんので、入札開始

時間の１５分前までには必ず受付にお越しください。 

         なお、代理人により入札する場合は、受付の際、委任状（様式第６）及び申込者本人の

印鑑証明書（発行後３ヶ月以内のもの）を提出してください。 

(2) 入札方法 

① 入札書（様式第７）に物件番号、物件の所在地、入札金額、日付、入札者の住所・氏 

名を記入してください。法人の場合は担当者の氏名・連絡先を併せて記入してください。 

② 入札金額の記入は、算用数字を使用し、最初の数字の前に「￥」又は「金」を記入して

ください。 

③ 提出された入札書は、その理由のいかんにかかわらず、引換え、変更又は取消しを行う

ことはできませんのでご注意ください。 

※ 入札締切後、直ちに開札します。 

(3) 落札者の決定方法 

① 開札の結果、予定価格以上で最高の価格で入札した方を落札者とします。 
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② 落札者となる同価格の入札者が２名以上あったときは、くじによって落札者を決定しま

す。 

      なお、くじは辞退することができません。 

(4) 入札結果の公表 

    入札の結果については、その内容（物件番号、所在地、登記地目、面積、入札金額及び落

札者の個人法人の区分）を公表します。 

１０ 入札の際の持参品 

(1) 入札参加資格確認通知書（様式第２） 

(2) 物件確認書（様式第３） 

(3) 委任状（様式第６） 

① 本人が入札に参加される場合は、委任状は不要です。 

② 法人の代表権のない方や個人でやむを得ず代理の方が入札に参加される場合は、本人 

（委任者）の実印を押した委任状（印鑑証明書を添付）を提出してください。 

(4) 印鑑 

      本人の印鑑を持参してください。 

      ただし、代理人が入札する場合は、本人（委任者）の印鑑は必要ありませんが、委任状に押

印した代理人の印鑑を持参してください。 

(5) 入札保証金及び入札保証金納付書（様式第４） 

    入札当日の入札開始前までに、入札金額の５％以上（１円未満切上）の入札保証金を納付し

ていただきます。（入札保証金納付書も提出してください。） 

(6) 入札保証金還付請求書（様式第５）及び収入印紙（２００円分） 

    入札保証金還付請求書は、落札されなかった方が入札保証金の還付を受ける際必要となりま

す。なお、入札者が法人又は個人名で業を営んでいる方の場合は、入札保証金を還付すると

き、領収書に２００円の収入印紙が必要ですのでご用意ください。（非課税法人又は個人で

営業に関しない方は必要ありません。） 

(7) 入札書（様式第７） 

(8) 筆記用具（黒のボールペン又は万年筆） 

１１ 入札の無効 

   次の（1）から（10）までのいずれかに該当する入札は無効とします。 

(1) 入札参加資格のない者のした入札 

(2) 入札金額が予定価格に満たない入札 

(3) 同一物件に対し２以上の入札書（代理人として提出する入札書を含む）による入札 

(4) 入札者が同一物件について他の入札参加者の代理人として入札したとき 

(5) 入札金額が加除訂正されている入札書による入札 

(6) 入札者の記名のない入札書又は記載事項を判読しがたい入札書による入札 

(7) 記載した文字を容易に消字することのできる筆記用具を用いて記載した入札書による入札 

(8) 民法第９５条に規定する錯誤による入札であると入札執行者が認めた場合の入札 
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(9) 入札保証金の納付がない場合又は納付金額が過少の場合の入札 

(10)  その他入札に関する条件に違反したと認められる者のした入札 

１２ 契約の締結 

(1) 落札者は、令和７年１１月６日（木）までに契約書（記名押印したもの）及び契約に必要

な書類（印鑑証明書及び収入印紙）を提出してください。 

    ※  収入印紙の額は８頁に記載してあります。 

    ※  期限までに契約書等を提出しない場合は、落札は無効となり、入札保証金は鹿児島市 

に帰属することになりますのでご注意ください。 

(2) 契約の際に契約保証金（契約金額の５％以上）の納付が必要となりますが、契約時に売買

代金全額を納付する場合は、契約保証金は不要です。なお、入札保証金は全額契約保証金に

充当します。 

(3) その他 

「売買契約書（案）」は、１７頁から２６頁に記載しています。 

 

１３ 売買代金の支払方法 

   売買契約締結時にお渡しする納入通知書にてお支払いいただきます。 

(1) 売買契約の締結と同時に売買代金全額を納付する場合 

   入札保証金を売買代金に充当します。入札保証金額を除いた残金を契約締結日当日に納付し

ていただきます。 

(2) 売買契約の締結と同時に契約保証金を納付し、鹿児島市が指定する期日（契約の翌日から

６０日以内）までに残金を納付する場合 

   契約保証金額を除いた残金を指定の期日までに納付していただきます。 

※ 売買代金を鹿児島市が指定する期日までに支払わなかった場合には、契約は解除とな

り、契約保証金は鹿児島市に帰属することになりますのでご注意ください。 

※ 売買代金の分割納付はできません。 

１４ 所有権の移転等 

(1) 売買代金が完納されたときに所有権移転があったものとし、物件を引渡すこととします。 

(2) 所有権の移転登記は、売買代金完納後に鹿児島市が直接行いますので、売買代金を納付さ

れたら、速やかに下記の書類等をご提出ください。 

・ 納入通知書の領収書の写し 

・ 登録免許税額に相当する収入印紙（登録免許税額は別途お知らせします。計算方法は 

８頁を参照。） 

※ 所有権移転登記に必要な登録免許税、その他本契約の締結及び履行に必要な一切の費

用は落札者の負担となります。 

１５ 用途の制限 

落札者と売買契約を締結する場合、次の条件が付されます。 



 

6 

(1) 用途の制限 

・ 契約締結の日から５年間は、風俗営業法第２条第１項に規定する風俗営業及び同条第５

項に規定する性風俗関連特殊営業、その他これらに類する業の用途に使用してはならな

い。 

・ 暴力団対策法第２条第２号に規定する暴力団その他の反社会的団体及びそれらの構成員

がその活動のために利用するなど、公序良俗に反する用に供してはならない。 

(2) 違約金の徴収 

      上記に違反又は契約を解除された場合は、売買代金の１０％に相当する金額を市に支払わな

ければならない。 

１６ 入札者又は落札者のなかった物件について 

   本件の一般競争入札において、入札参加申込みのなかった物件については令和７年１０月 

２２日（水）から、入札者又は落札者のなかった物件については令和７年１１月５日（水）か

ら先着順で売却します。 

 

１７ その他 

(1) 地盤に関する調査は行っておりません。住宅等を建築する際に行う地質調査等において、

基礎補強をされる場合でも当該費用は購入者の負担となります。 

(2) 本実施要領に定めのない事項は、鹿児島市会計規則その他関係法令等の定めるところによ

って処理します。 

１８ お問合せ先   

   鹿児島市谷山中央四丁目４９２７番地 

鹿児島市役所谷山支所総務課（谷山支所２階） 

電話  ０９９－２６９－８４０３ 
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（ 参 考 ） 

地方自治法施行令 

(一般競争入札の参加者の資格) 

第百六十七条の四 普通地方公共団体は、特別の理由がある場合を除くほか、一般競争入札に次

の各号のいずれかに該当する者を参加させることができない。 

一 当該入札に係る契約を締結する能力を有しない者 

二 破産手続開始の決定を受けて復権を得ない者 

三 暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律(平成三年法律第七十七号)第三十二条第

一項各号に掲げる者 

 

２ 普通地方公共団体は、一般競争入札に参加しようとする者が次の各号のいずれかに該当する

と認められるときは、その者について三年以内の期間を定めて一般競争入札に参加させないこ

とができる。その者を代理人、支配人その他の使用人又は入札代理人として使用する者につい

ても、また同様とする。 

一 契約の履行に当たり、故意に工事、製造その他の役務を粗雑に行い、又は物件の品質若し

くは数量に関して不正の行為をしたとき。 

二 競争入札又はせり売りにおいて、その公正な執行を妨げたとき又は公正な価格の成立を害

し、若しくは不正の利益を得るために連合したとき。 

三 落札者が契約を締結すること又は契約者が契約を履行することを妨げたとき。 

四 地方自治法第二百三十四条の二第一項の規定による監督又は検査の実施に当たり職員の職

務の執行を妨げたとき。 

五 正当な理由がなくて契約を履行しなかつたとき。 

六 契約により、契約の後に代価の額を確定する場合において、当該代価の請求を故意に虚偽

の事実に基づき過大な額で行つたとき。 

七 この項(この号を除く。)の規定により一般競争入札に参加できないこととされている者を

契約の締結又は契約の履行に当たり代理人、支配人その他の使用人として使用したとき。  
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印紙税額表 

契約金額 印紙税額 

    ５０万円まで ２００円 

５０万１円 ～  １００万円まで ５００円 

１００万１円 ～  ５００万円まで １，０００円 

５００万１円 ～１，０００万円まで ５，０００円 

１，０００万１円 ～５，０００万円まで １０，０００円 

５，０００万１円 ～    １億円まで ３０，０００円 

１億１円 ～    ５億円まで ６０，０００円 

※ 上記の印紙税額は、令和９年３月３１日までの間に作成されるものについて定められた

ものです。 

登録免許税額 

土地の場合 

課税標準額 × １．５％ 

※ 課税標準額は、通常市町村の固定資産税課税台帳に登録された価格（評価額）が使われ

ます。上記の税率は、令和８年３月３１日までの軽減税率となります。 

 

建物の場合 

課税標準額 × ２．０％ 

※ 課税標準額は、通常市町村の固定資産税課税台帳に登録された価格（評価額）が使われ

ます。 
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（様式第１） 

入 札 参 加 申 込 書 

    

                                                                 令和 年    月    日 

   

鹿児島市長 下 鶴 隆 央 殿 

                           申込人 住 所 

                             氏 名               

        

                       電 話 

  令和７年１０月２９日に実施される下記の鹿児島市有地売却一般競争入札に参加したいので、

入札参加を申し込みます。 

また、入札参加にあたり、一般競争入札実施要領（入札説明書）に記載されている、入札に参

加する者に必要な資格を有する者であることをここに誓約します。 

記 

 

 

物件番号 所  在  地 

 

１ 
平川町字北火河原６２１３番４、６２１３番６（土地） 

平川町字北火河原６２１３番地４（建物） 

 

（添付書類） 

１ 法人の場合は法人登記簿謄本又は登記事項証明書、個人の場合は住民票の写し 

２ 本市発行の鹿児島市税に滞納がないことの証明書 

（注意事項） 

  共有名義で申込む場合は、申込人欄に各名義人を連記してください。 
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（様式第２） 

入札参加資格確認通知書 

    

第      号 

      令和  年  月  日 

   

                          様 

鹿児島市長  下 鶴 隆 央 

先に申込みのあった鹿児島市有地の売買契約に係る入札参加資格について確認しましたとこ

ろ、当該一般競争入札の参加者と決定いたしましたので通知します。 

記 

１ 申込物件 

物件番号 １  所在地 平川町字北火河原６２１３番４、６２１３番６（土地） 

平川町字北火河原６２１３番地４（建物） 

 

２ 入札日時  令和７年１０月２９日（水） 午前１０時から 

          （入札開始時間の３０分前から受付を行います。入札保証金納付手続等がありますの

で、お早めにご来場ください。） 

３ 入札場所  鹿児島市谷山中央四丁目４９２７番地 

鹿児島市役所谷山支所４階大会議室 

４ 受付場所  鹿児島市役所谷山支所４階大会議室 

※ 入札にあたっては、入札説明書を十分お読みのうえ持参品等に漏れのないようにしてくだ

さい。 

※ 入札の際は、本状をご持参ください。 

 

（問い合わせ先） 

                             

鹿児島市役所 谷山支所総務課 地域振興係 

ＴＥＬ ０９９－２６９－８４０３ 

ＦＡＸ ０９９－２６０－４４１１ 

見 本 
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（様式第３） 

物 件 確 認 書 

 令和 年 月 日 

鹿児島市長 下 鶴 隆 央 殿 

（申込者） 住 所 

                                                                   氏 名            

令和７年１０月２９日執行の市有地売買契約に係る一般競争入札において、私が入札に参加す

る下記物件の法令に基づく規制、現状及びその他諸条件について十分確認いたしました。 

よって、後日これらの事項について鹿児島市に対し、一切異議、苦情等の申立ては行いませ

ん。 

記 

 

物件番号 所  在  地 

 

１ 
平川町字北火河原６２１３番４、６２１３番６（土地） 

平川町字北火河原６２１３番地４（建物） 

 

（注意事項） 

  共有名義で申し込む場合は、申込人欄に各名義人を連記してください。 



 

 

（様式第４） 

入 札 保 証 金 納 付 書 

   第    号 
 

 一金        円 

 

物件番号 所  在  地 

 

１ 
平川町字北火河原６２１３番４、６２１３番６（土地） 

平川町字北火河原６２１３番地４（建物） 

の売却に係る入札保証金 

 現 金 

 小切手  証券名 

 記名番号 

 額面金額 

  上記のとおり納付します。 

    令和   年   月   日 

鹿児島市長 下 鶴 隆 央 殿 

納入者 住所 

氏名 

鹿児島市 谷山支所 総務課 

 収納出納員  課長  
収納取扱員印 

 
照査印 

 

(切取線)  

入 札 保 証 金 領 収 書 

   第    号 

一金               円 

  

物件番号 所  在  地 

 

１ 
平川町字北火河原６２１３番４、６２１３番６（土地） 

平川町字北火河原６２１３番地４（建物） 

の売却に係る入札保証金 

 現 金 

 小切手   証券名 

  記名番号 

  額面金額 

  上記のとおり領収しました。 

    令和   年   月   日 

  

              殿 

鹿児島市 谷山支所 総務課 

収納出納員 課長        印 
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（様式第５） 

入 札 保 証 金 還 付 請 求 書 

      第    号 

一金               円 

 

物件番号 所  在  地 

 

１ 
平川町字北火河原６２１３番４、６２１３番６（土地） 

平川町字北火河原６２１３番地４（建物） 

の売却に係る入札保証金 

 現 金 

 小切手    証券名 

   記名番号 

   額面金額 

   

上記の入札保証金の還付を請求します。 

    令和   年   月   日 

鹿児島市長 下 鶴 隆 央 殿 

  

住所 

氏名 

  上記のとおり領収しました。 

    令和   年   月   日 

  

鹿児島市長 下 鶴 隆 央 殿 

住所 

 氏名       印 

２００円 

収 入 

印 紙 
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（様式第６） 

委 任 状 

 

 

代理人（受任者） 住 所                

                              氏 名                                                     印 

 

私は、上記の者を代理人と定め、下記物件の一般競争入札及び見積りに関する一切の権限を 

委任します。 

物件番号 所  在  地 

 

１ 
平川町字北火河原６２１３番４、６２１３番６（土地） 

平川町字北火河原６２１３番地４（建物） 

 

令和  年  月  日 

 

 

申込者（委任者） 住 所                

氏 名                              実印 

＊ 申込者（委任者）の印鑑は実印を使用し、印鑑証明書を添付してください。 
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（様式第７） 

 

 

入    札    書 

   

物件番号： １     

  

物件の所在地：平川町字北火河原６２１３番４、６２１３番６（土地） 

平川町字北火河原６２１３番地４（建物） 

 

入札金額 

 億 千 百 十 万 千 百 十 円 

   

鹿児島市契約規則を遵守し、上記のとおり入札します。 

  

 令和   年   月   日 

  鹿児島市長 下 鶴 隆 央 殿 

                                           申込人   住  所 

                                                         氏  名                   

                        

電  話 

                               

代理人   住  所 

                                                         氏  名                        

電  話 

※ 入札金額の記入は算用数字を使用し、金額の前に「¥」または「金」を記入してください。 
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（様式第８） 

入 札 辞 退 届 

令和  年  月  日 

 

 

鹿児島市長 下 鶴 隆 央 殿 

 

 

申込者 住 所                

                                       氏 名  

                          電 話 

 

 

 

令和７年１０月２９日に実施の下記鹿児島市有地売却一般競争入札に参加申込をしましたが、下

記理由により入札参加を辞退いたします。 

記 

１．入札物件 

 

物件番号 所  在  地 

 

１ 
平川町字北火河原６２１３番４、６２１３番６（土地） 

平川町字北火河原６２１３番地４（建物） 

 

 

２．辞退理由 

                                            

                                                                                      

                                                                                       

                                            

 

 

 



契約保証金なし 物件番号 1用 
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 不動産売買契約書（案） 

 

売払人 鹿児島市（以下「甲」という。）と買受人      （以下「乙」という。）とは、次の

とおり不動産売買契約を締結する。 

（売買） 

第１条 甲は、次の土地及び建物（以下「売買物件」という。）を乙に売り渡し、乙はこれを買い受

けるものとする。 

＜土地の表示＞ 

所 在 地 番 地 目 地 積（㎡） 

平川町字北火河原

6213番 4 

平川町字北火河原 6213 番

4 
宅地 923.53（㎡） 

平川町字北火河原

6213番 6 

平川町字北火河原 6213 番

6 
雑種地 1,116.23（㎡） 

＜建物の表示＞ 

所 在 家屋番号 種 類 構造 床面積（㎡） 

平川町字北火河原

6213番地 4 

6213番

4 
事務所 

鉄筋コンクリート造 

陸屋根平屋建 
179.81（㎡） 

２ 売買物件の面積は登記簿上の面積によるものとし、第７条、第１０条及び第１３条の規定に関わ

らず、登記簿上の面積と実測による面積に相違があっても、甲及び乙は、当該相違による売買代金

の増減額の請求、不足分の引渡請求、契約の解除及び損害賠償請求は行わないものとする。 

（売買代金） 

第２条 売買代金は、次のとおりとする。ただし、売買代金のうち、金   ，   円は入札保証

金により充当するものとする。 

土地             円 

建物            ０円 

消費税             円 

合計             円 

２ 乙は、前項の売買代金の額から入札保証金の額を除いた額を、本契約の締結と同時に甲が発行す

る納入通知書により支払わなければならない。 

（所有権の移転） 

第３条 売買物件の所有権は、乙が第２条の売買代金を完納したときに甲から乙に移転するものと

する。 
（所有権移転の登記） 

第４条 売買物件の所有権移転登記は、第２条の売買代金を乙が完納した後、甲が所轄法務局に対し

登記の手続をするものとする。 

２ 乙は、第２条の売買代金を完納したときは、遅滞なく所有権移転登記に必要な書類を甲に提出し

前項の手続に協力するものとする。 

３ 所有権移転登記に要する登録免許税その他の費用は、乙の負担とする。 

（売買物件の引渡し） 

第５条 売買物件は、乙の第２条の売買代金を完納時と同時に、現状のまま引渡しがあったものとす

る。 

（危険負担） 

第６条 本契約締結の時から売買物件の引渡しの時までに、売買物件が甲、乙双方の責めに帰するこ

とができない事由により滅失又はき損した場合には、乙は、代金の支払いを拒むことができる。 

（契約不適合責任） 

第７条 乙は、本契約締結後、売買物件が契約内容に適合しない（権利の不適合を含む。）ものであ

ることを発見しても、追完請求権の行使、売買代金の減額若しくは損害賠償の請求又は契約の解除

をすることができないものとする。ただし、乙が消費者契約法（平成１２年法律第６１号）第２条



契約保証金なし 物件番号 1用 
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第１項に規定する消費者である場合にあっては、引渡しの日から２年間は、この限りではない。な

お、甲の責任の範囲は、売買代金の額を限度とする。 

（用途制限） 

第８条 乙は、本契約締結の日から５年を経過する日までの間、売買物件を風俗営業等の規制及び業務

の適正化等に関する法律第２条第１項に規定する風俗営業、同条第５項に規定する性風俗関連特殊

営業その他これに類する業の用途に使用してはならない。 

２ 乙は、売買物件について暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７７

号。以下「暴力団対策法」という。）第２条第２号に規定する暴力団（以下「暴力団」という。）そ

の他の反社会的団体及びそれらの構成員がその活動のために利用するなど、公序良俗に反する用に

供してはならない。 

（違約金） 

第９条 乙は、前条に定める義務に違反したとき又は次条の規定により契約を解除されたときは、

売買代金の１００分の１０に相当する額を違約金として甲に支払わなければならない。 

２ 前項の違約金は、既に乙が支払った売買代金をもって充当することができる。 

３ 第１項の違約金は、第１２条第２項及び第１４条に定める損害賠償額の予定又はその一部と解釈

しないものとする。 

（契約の解除） 

第１０条 甲又は乙は、相手方がその債務を履行しない場合において、相手方に対し相当の期間を定

めてその履行の催告をし、その期間内に履行がないときは、契約の解除をすることができる。ただ

し、その期間を経過した時における債務の不履行が本契約及び取引上の社会通念に照らして軽微で

あるときは、この限りではない。 

２ 次に掲げる場合には、甲又は乙は、前項の催告をすることなく、直ちに契約の解除をすることが

できる。 

 (1) 相手方の債務の全部の履行が不能であるとき。 

 (2) 相手方が債務の全部の履行を拒絶する意思を明確に表示したとき。 

 (3) 相手方の債務の一部の履行が不能である場合又は相手方がその債務の一部の履行を拒絶する意

思を明確に表示した場合において、残存する部分のみでは契約をした目的を達成することができ

ないとき。 

 (4) 前各号に掲げる場合のほか、相手方がその債務の履行をせず、他方当事者が前項の催告をして

も契約をした目的を達するのに足りる履行がされる見込みがないことが明らかであるとき。 

３ 一方の当事者の債務の不履行が相手方の責めに帰すべき事由によるものであるときは、相手方は

前２項の規定による契約の解除をすることができない。 

４ 乙が次のいずれかに該当する場合には、甲は乙に対し、第１項の催告をすることなく、直ちに契

約の解除をすることができる。 

(1) 役員等（乙が個人である場合にはその者を、乙が法人である場合にはその役員又はその支店若

しくは常時契約を締結する事務所の代表者をいう。以下この号において同じ。）が暴力団対策法

第２条第６号に規定する暴力団員（以下「暴力団員」という。）であると認められるとき。 

(2) 暴力団又は暴力団員が経営に実質的に関与していると認められるとき。 

(3) 役員等が自己、自社若しくは第三者の不正の利益を図る目的又は第三者に損害を加える目的を

もって、暴力団又は暴力団員を利用するなどしたと認められるとき。 

(4) 役員等が、暴力団又は暴力団員に対して資金等を供給し、又は便宜を供与するなど直接的ある

いは積極的に暴力団の維持、運営に協力し、若しくは関与していると認められるとき。 

(5) 役員等が暴力団又は暴力団員と社会的に非難されるべき関係を有していると認められるとき。 

５ 乙は、契約不適合を理由として同条第１項の解除をすることはできないものとする。 

（返還金等） 

第１１条 甲又は乙が、前条に定める解除権を行使したときは、乙が支払った売買代金を甲は返還す

る。ただし、当該返還金には利息を付さない。 

２ 甲又は乙が、解除権を行使したときは、乙の負担した契約の費用を甲は返還しない。 
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３ 甲又は乙が、解除権を行使したときは、乙が支払った違約金及び乙が売買物件に支出した必要

費、有益費その他一切の費用を甲は償還しない。 

（乙の原状回復義務） 

第１２条 乙は、甲が第１０条の規定により解除権を行使したときは、甲の指定する期日までに売買

物件を原状に回復して返還しなければならない。ただし、甲が売買物件を原状に回復させることが

適当でないと認めたときは、現状のまま返還することができる。 

２ 乙は、前項ただし書きの場合において、売買物件が滅失又はき損しているときは、契約解除時の

時価により減損額に相当する金額を甲に支払わなければならない。また、乙の責めに帰すべき事由

により甲に損害を与えている場合には、その損害に相当する金額を甲に支払わなければならない。 

３ 乙は、第１項に定めるところにより売買物件を甲に返還するときは、甲の指定する期日までに、

当該物件の所有権移転登記の承諾書を甲に提出しなければならない。 

（損害賠償） 

第１３条 甲又は乙は、相手方がその債務の本旨に従った履行をしないとき又は債務の履行が不能

であるときは、これによって生じた損害の賠償を請求することができる。ただし、その債務の不

履行が契約その他の債務の発生原因及び取引上の社会通念に照らして相手方の責めに帰すること

ができない事由によるものであるときは、この限りでない。 

２ 前項の規定により損害賠償の請求をすることができる場合において、甲又は乙は、次に掲げる

ときは、債務の履行に代わる損害賠償の請求をすることができる。 

(1) 債務の履行が不能であるとき。 

(2) 相手方がその債務の履行を拒絶する意思を明確に表示したとき。 

(3) 債務が契約によって生じたものである場合において、本契約が解除され、又は債務の不履行

による契約の解除権が発生したとき。 

３ 乙は、契約不適合を理由として前２項の請求をすることはできないものとする。 

（返還金の相殺） 

第１４条 甲は第１１条の規定により売買代金を返還する場合において、乙が第９条に定める違約

金又は第１２条第２項若しくは前条に定める損害賠償金を甲に支払う義務があるときは、返還す

る売買代金の全部又は一部と相殺する。 

（契約の費用） 

第１５条 本契約の締結及び履行に関して必要な一切の費用は、すべて乙の負担とする。 

（債権譲渡の禁止） 

第１６条 乙は、本契約により生じる債権を第三者に譲渡してはならない。 

（疑義の決定） 

第１７条 本契約の各条項又は本契約に定めのない事項について疑義を生じたときは、法令及び甲の

条例、規則等の定めるところに従うほか、甲乙協議のうえ決定するものとする。 

（裁判管轄） 

第１８条 本契約に関する訴えは、鹿児島地方裁判所を専属的合意裁判管轄とする。 

 （特約条項） 

第１９条 別記特約条項のとおりとする。 
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特約条項 

契約不適合責任について 

・当該建物は建築後６２年を経過しており、屋根などの躯体、基本的な構造部分については、相

当な自然損耗・経年劣化が認められるところであって、買受人はそれを承認し、それを前提と

して本物件を購入するものであり、引渡し後の自然損耗・経年劣化による劣化・腐蝕等を原因

として、理由の如何を問わず、雨漏り・水漏れその他、設備機器などの不具合があったとして

も、「契約不適合」に該当するものではなく、不具合の修繕等の費用について、市に費用負担を

求めないものとします。 

・買受人は、前項の契約不適合責任を負わないことを了承の上で本物件を購入するものであり、

本物件の契約不適合を理由として本契約の解除及び損害賠償その他何らの請求も行わないもの

とします。 

 

 

上記の契約締結を証するため、本契約書２通を作成し、両者記名押印のうえ各自その１通を保有

する。 
 

令和  年  月  日 

 

売払人（甲）   鹿児島市山下町１１番１号 

鹿児島市 

代表者 鹿児島市長 下 鶴 隆 央 

 

買受人（乙）    

  



契約保証金あり 物件番号 1用 

21 

不動産売買契約書（案） 

 

売払人 鹿児島市（以下「甲」という。）と買受人      （以下「乙」という。）と

は、次のとおり不動産売買契約を締結する。 

（売買） 

第１条 甲は、次の土地及び建物（以下「売買物件」という。）を乙に売り渡し、乙はこれを買

い受けるものとする。 

＜土地の表示＞ 

所 在 地 番 地 目 地 積（㎡） 

平川町字北火河原

6213 番 4 

平川町字北火河原 6213

番 4 
宅地 923.53（㎡） 

平川町字北火河原

6213 番 6 

平川町字北火河原 6213

番 6 
雑種地 1,116.23（㎡） 

＜建物の表示＞ 

所 在 
家屋番

号 
種 類 構造 床面積（㎡） 

平川町字北火河原

6213 番地 4 

6213 番

4 
事務所 

鉄筋コンクリート造 

陸屋根平屋建 
179.81（㎡） 

２ 売買物件の面積は登記簿上の面積によるものとし、第９条、第１２条及び第１６条の規定

に関わらず、登記簿上の面積と実測による面積に相違があっても、甲及び乙は、当該相違に

よる売買代金の増減額の請求、不足分の引渡請求、契約の解除及び損害賠償請求は行わない

ものとする。 

（売買代金） 

第２条 売買代金は、次のとおりとする。 

土地             円 

建物            ０円 

消費税             円 

合計             円 

（契約保証金） 

第３条 乙は、本契約と同時に契約保証金として、金   ，   円（売買代金の額の１０

０分の５以上）を甲に支払うものとする。ただし、契約保証金のうち金   ，   円は

入札保証金により充当するものとする。 

２ 前項の契約保証金は、第１４条第２項及び第１６条に定める損害賠償額の予定又はその一

部と解釈しない。 

３ 第１項の契約保証金には利息を付さない。 

４ 甲は、乙が次条に定める義務を履行したときは、第１項の契約保証金を前条の売買代金に

充当するものとする。 

５ 甲は、乙が次条に定める義務を履行しないときは、第１項に定める契約保証金を甲に帰属

させることができる。 

（売買代金の支払期限及び方法） 



契約保証金あり 物件番号 1用 

22 

第４条 乙は、第２条に規定する売買代金の額から前条第１項に規定する契約保証金の額を除

いた金額を、令和〇年〇月〇日までに納入通知書により甲に支払わなければならない。 

（所有権の移転） 

第５条 売買物件の所有権は、乙が第２条の売買代金を完納したときに甲から乙に移転するも

のとする。 

（所有権移転の登記） 

第６条 売買物件の所有権移転登記は、第２条の売買代金を乙が完納した後、甲が所轄法務局

に対し登記の手続をするものとする。 

２ 乙は、第２条の売買代金を完納したときは、遅滞なく所有権移転登記に必要な書類を甲に

提出し前項の手続に協力するものとする。 

３ 所有権移転登記に要する登録免許税その他の費用は、乙の負担とする。 

（売買物件の引渡し） 

第７条 売買物件は、乙の第２条の売買代金を完納時と同時に、現状のまま引渡しがあったも

のとする。 

（危険負担） 

第８条 本契約締結の時から売買物件の引渡しの時までに、売買物件が甲、乙双方の責めに帰

することができない事由により滅失又はき損した場合には、乙は、代金の支払いを拒むこと

ができる。 

（契約不適合責任） 

第９条 乙は、本契約締結後、売買物件が契約内容に適合しない（権利の不適合を含む。）もの

であることを発見しても、追完請求権の行使、売買代金の減額若しくは損害賠償の請求又は

契約の解除をすることができないものとする。ただし、乙が消費者契約法（平成１２年法律

第６１号）第２条第１項に規定する消費者である場合にあっては、引渡しの日から２年間

は、この限りではない。なお、甲の責任の範囲は、売買代金の額を限度とする。  

（用途制限） 

第１０条 乙は、本契約締結の日から５年を経過する日までの間、売買物件を風俗営業等の規制

及び業務の適正化等に関する法律第２条第１項に規定する風俗営業、同条第５項に規定する

性風俗関連特殊営業その他これに類する業の用途に使用してはならない。 

２ 乙は、売買物件について暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律

第７７号。以下「暴力団対策法」という。）第２条第２号に規定する暴力団（以下「暴力団」

という。）その他の反社会的団体及びそれらの構成員がその活動のために利用するなど、公序

良俗に反する用に供してはならない。 

（違約金） 

第１１条 乙は、前条に定める義務に違反したとき又は次条の規定により契約を解除されたと

きは、売買代金の１００分の１０に相当する額を違約金として甲に支払わなければならな

い。 

２ 前項の違約金は、既に乙が支払った売買代金をもって充当することができる。 
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３ 第１項の違約金は、第１４条第２項及び第１６条に定める損害賠償額の予定又はその一部

と解釈しないものとする。 

（契約の解除） 

第１２条 甲又は乙は、相手方がその債務を履行しない場合において、相手方に対し相当の期

間を定めてその履行の催告をし、その期間内に履行がないときは、契約の解除をすることが

できる。ただし、その期間を経過した時における債務の不履行が本契約及び取引上の社会通

念に照らして軽微であるときは、この限りではない。 

２ 次に掲げる場合には、甲又は乙は、前項の催告をすることなく、直ちに契約の解除をする

ことができる。 

 (1) 相手方の債務の全部の履行が不能であるとき。 

 (2) 相手方が債務の全部の履行を拒絶する意思を明確に表示したとき。 

 (3) 相手方の債務の一部の履行が不能である場合又は相手方がその債務の一部の履行を拒絶す

る意思を明確に表示した場合において、残存する部分のみでは契約をした目的を達成する

ことができないとき。 

 (4) 前各号に掲げる場合のほか、相手方がその債務の履行をせず、他方当事者が前項の催告を

しても契約をした目的を達するのに足りる履行がされる見込みがないことが明らかである

とき。 

３ 一方の当事者の債務の不履行が相手方の責めに帰すべき事由によるものであるときは、相

手方は前２項の規定による契約の解除をすることができない。 

４ 乙が次のいずれかに該当する場合には、甲は乙に対し、第１項の催告をすることなく、直

ちに契約の解除をすることができる。 

(1) 役員等（乙が個人である場合にはその者を、乙が法人である場合にはその役員又はその支

店若しくは常時契約を締結する事務所の代表者をいう。以下この号において同じ。）が暴力

団対策法第２条第６号に規定する暴力団員（以下「暴力団員」という。）であると認められ

るとき。 

(2) 暴力団又は暴力団員が経営に実質的に関与していると認められるとき。 

(3) 役員等が自己、自社若しくは第三者の不正の利益を図る目的又は第三者に損害を加える目

的をもって、暴力団又は暴力団員を利用するなどしたと認められるとき。 

(4) 役員等が、暴力団又は暴力団員に対して資金等を供給し、又は便宜を供与するなど直接的

あるいは積極的に暴力団の維持、運営に協力し、若しくは関与していると認められると

き。 

(5) 役員等が暴力団又は暴力団員と社会的に非難されるべき関係を有していると認められると

き。 

５ 乙は、契約不適合を理由として同条第１項の解除をすることはできないものとする。  

（返還金等） 

第１３条 甲又は乙が、前条に定める解除権を行使したときは、乙が支払った売買代金を甲は

返還する。ただし、当該返還金には利息を付さない。 
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２ 甲又は乙が、解除権を行使したときは、乙の負担した契約の費用を甲は返還しない。  

３ 甲又は乙が、解除権を行使したときは、乙が支払った違約金及び乙が売買物件に支出した

必要費、有益費その他一切の費用を甲は償還しない。 

（乙の原状回復義務） 

第１４条 乙は、甲が第１２条の規定により解除権を行使したときは、甲の指定する期日まで

に売買物件を原状に回復して返還しなければならない。ただし、甲が売買物件を原状に回復

させることが適当でないと認めたときは、現状のまま返還することができる。 

２ 乙は、前項ただし書きの場合において、売買物件が滅失又はき損しているときは、契約解

除時の時価により減損額に相当する金額を甲に支払わなければならない。また、乙の責めに

帰すべき事由により甲に損害を与えている場合には、その損害に相当する金額を甲に支払わ

なければならない。 

３ 乙は、第１項に定めるところにより売買物件を甲に返還するときは、甲の指定する期日ま

でに、当該物件の所有権移転登記の承諾書を甲に提出しなければならない。 

（融資利用の特約） 

第１５条 乙が、第２条の売買代金支払の一部につき、融資を利用する場合において、当該金

融機関による融資決定が第４条に規定する支払期限の１０日前までに承認されないときは、

甲又は乙は、本契約を解除することができる。 

２ 乙は、前項の規定により契約解除を行うときは、詳細な事由を記載した書面により甲に申

請し、その承認を受けなければならない。 

３ 第１項の規定により契約を解除したときは、甲は受領した契約保証金を返還するものとす

る。ただし、乙が本契約に支出したその他の必要費用は、返還しないものとする。  

（損害賠償） 

第１６条 甲又は乙は、相手方がその債務の本旨に従った履行をしないとき又は債務の履行が

不能であるときは、これによって生じた損害の賠償を請求することができる。ただし、その

債務の不履行が契約その他の債務の発生原因及び取引上の社会通念に照らして相手方の責め

に帰することができない事由によるものであるときは、この限りでない。 

２ 前項の規定により損害賠償の請求をすることができる場合において、甲又は乙は、次に掲

げるときは、債務の履行に代わる損害賠償の請求をすることができる。 

(1) 債務の履行が不能であるとき。 

(2) 相手方がその債務の履行を拒絶する意思を明確に表示したとき。 

(3) 債務が契約によって生じたものである場合において、本契約が解除され、又は債務の不

履行による契約の解除権が発生したとき。 

３ 乙は、契約不適合を理由として前２項の請求をすることはできないものとする。 

（返還金の相殺） 

第１７条 甲は第１３条の規定により売買代金を返還する場合において、乙が第１１条に定め

る違約金又は第１４条第２項若しくは前条に定める損害賠償金を甲に支払う義務があるとき

は、返還する売買代金の全部又は一部と相殺する。 

（契約の費用） 

第１８条 本契約の締結及び履行に関して必要な一切の費用は、すべて乙の負担とする。 
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（債権譲渡の禁止） 

第１９条 乙は、本契約により生じる債権を第三者に譲渡してはならない。 

（疑義の決定） 

第２０条 本契約の各条項又は本契約に定めのない事項について疑義を生じたときは、法令及

び甲の条例、規則等の定めるところに従うほか、甲乙協議のうえ決定するものとする。  

（裁判管轄） 

第２１条 本契約に関する訴えは、鹿児島地方裁判所を専属的合意裁判管轄とする。 

 （特約条項） 

第２２条 別記特約条項のとおりとする。 
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特約条項 

契約不適合責任について 

・当該建物は建築後６２年を経過しており、屋根などの躯体、基本的な構造部分について

は、相当な自然損耗・経年劣化が認められるところであって、買受人はそれを承認し、そ

れを前提として本物件を購入するものであり、引渡し後の自然損耗・経年劣化による劣化

・腐蝕等を原因として、理由の如何を問わず、雨漏り・水漏れその他、設備機器などの不

具合があったとしても、「契約不適合」に該当するものではなく、不具合の修繕等の費用に

ついて、市に費用負担を求めないものとします。 

・買受人は、前項の契約不適合責任を負わないことを了承の上で本物件を購入するもので

あり、本物件の契約不適合を理由として本契約の解除及び損害賠償その他何らの請求も行

わないものとします。 

 

 

上記の契約締結を証するため、本契約書２通を作成し、両者記名押印のうえ各自その１通を

保有する。 

 

令和  年  月  日 

 

売払人（甲）   鹿児島市山下町１１番１号 

鹿児島市 

代表者 鹿児島市長 下 鶴 隆 央 

 

買受人（乙）    
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物  件  調  書 

物件番号 １ 

所 在 地 平川町字北火河原６２１３番４ 

住 居 表 示 ― 

面 積 等 公簿  ９２３．５３㎡ 実測  ９２３．５３㎡ 地 目 宅地 

所 在 地 平川町字北火河原６２１３番６ 

住 居 表 示 ― 

面 積 等 公簿  １，１１６．２

３㎡ 

実測  １，１１６．２

３㎡ 

地 目 雑種地 

接面道路の幅員及び構造 南側約３．４ｍの市道に接面している。 

法 令 等

に 基 づ

く制限 

都市計画法 市街化調整区域 

建築基準法 建ぺい率 ５０％ 制限等の詳細については、事前に鹿児島市 

建築指導課等関係機関に照会のこと 容積率 ８０％ 

その他の法律  

私道等の負担に関する 

事項 

負担の 

有無 
無 

負担の 

内容 
― 

 

 

供給処理施設の状況 

 

 事 業 所 名 電話番号 

電 気 可 九州電力㈱鹿児島営業所 0120-879-565 

上水道 無  ― 

下水道 無  ― 

ガ ス ― プロパンガス ― 

交通機関 バ ス 南九州市コミュニティバス（ひまわりバス） 火之河原バ

ス停まで 約１６０ｍ 

公共施設等までの 

直線距離 

小学校 福平小学校 物件の北東方 約４.３ｋｍ 

中学校 福平中学校 物件の北東方 約３.９ｋｍ 

 平川動物公園 物件の東方  約３.８ｋｍ 

建

物 

所 在 平川町字北火河原６２１３番地４ 

家屋番号 ６２１３番４ 

種 類 事務所 床面積 １７９．８１㎡ 

構 造 
鉄筋コンクリート造 

陸屋根平家建 
建築年月日 昭和３８年２月２７日 
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参

考

事

項 

■土地について 

・市街化調整区域内であるため、建築物の用途等について、事前に鹿児島市土地利用調整課に問

い合せすること。 

・本物件は市道に接しているが、当該市道の一部において幅員が 4m 未満であるため、建築基準

法第 42 条第 2 項に基づき、道路中心線から 2m の後退（セットバック）が必要となる箇所が

ある。 

・敷地内には樹木が残存しており、樹木の一部が隣地（6213-1、6213-2、6213-3、6214-2）や

市道へ越境している（詳細は明細図を確認すること）。 

・敷地内には支柱、支線及び空中線がある。これらについては、九州電力（株）鹿児島営業所と

の協議を要する。 

・防災無線設備については、市が引き続き使用するものとし、当該部分の土地については契約時

から市に賃貸することが売却の条件となる。（年額３，０００円（消費税相当額及び地方消費

税相当額を含む。）） 

・本物件２筆に挟まれる形で、鹿児島市谷山農林課が所管する用悪水路が存在するため、当該水

路に関して何らかの行為を行う際は事前に所管課と協議すること。 

・東側隣地（6217-1、6219、6223、6221）の樹木の一部が本地へ越境している。 

・西側隣地（6213-1）の樹木の一部が本地へ越境している。 

・北側隣地（6216-1）の樹木の一部が本地へ越境している。 

・本物件の敷地全体が、土砂災害警戒区域（土石流）に指定されている。 

・本物件の敷地の一部が、土砂災害警戒区域（急傾斜地の崩壊）に指定されている。 

・立地適正化計画区域（居住誘導区域外・都市機能誘導区域外）である。 

 

■建物について 

・本入札にかかる建物は、現状のまま渡すことが売却の条件となる。建物の状況については、別

紙の物件状況確認書を確認すること。 

・購入された場合、土地・建物両方の所有権移転登記が必要になるが、登録免許税等の実費は、

購入代金とは別に土地・建物ともに買受人が負担すること。 

・当該建物は建築後６２年を経過しており、屋根などの躯体、基本的な構造部分については、相

当な自然損耗・経年劣化が認められるところであって、買受人はそれを承認し、それを前提と

して本物件を購入するものであり、引渡し後の自然損耗・経年劣化による劣化・腐蝕等を原因

として、理由の如何を問わず、雨漏り・水漏れその他、設備機器などの不具合があったとして

も、「契約不適合」に該当するものではなく、不具合の修繕等の費用について、市に費用負担

を求めないものとする。 

・買受人は、市が上記の契約不適合責任を負わないことを了承の上で本物件を購入するものであ

り、本物件の契約不適合を理由として本契約の解除及び損害賠償その他何らの請求も行わない

ものとする（契約不適合責任等の請求には応じない）。 

・本物件建物内には、大小の便器を備えた汲み取り式トイレが設置されている。 

当該トイレは現状のまま引き渡すものとし、使用にあたっては定期的な汲み取りが必要とな 
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 る。 

・合併浄化槽は設置されていない。 

・本地は、火の河原分校として、昭和５１年３月まで使用していた。閉校後はクリニックの出張

診療や町内会行事に活用されていたが、近年は、町内会加入世帯数の減少に伴い活用されてお

らず、福平小学校や近隣の保育園が年に数回程度、郊外学習の場として利用している。 

 

■備品、附属物について 

・本物件建物内には、机、椅子、棚、時計、ストーブ、扇風機、テレビ等を含むがこれに限らな

い各種備品が現存しており、これらはすべて現状有姿にて買受人に引き渡すものとする。 

なお、上記備品等の機能・性能・状態については保証せず、買受人の責任において管理・処分

等を行うものとする。 

・本物件敷地内には以下の附属物が現存している。これらはすべて現状有姿にて買受人に引き渡

すものとする。 

倉庫（１棟） 

焼却炉（１基） 

銅像（１体） 

木製ベンチ（１台） 

石碑（３基） 

タイヤ製跳び箱（３個） 

分校の沿革史等を記載した看板（１基） 

 

＊ 物件調書は、物件の概要を把握するための参考資料です。物件は現状有姿でのお引渡しとなります

ので、必ずご自身において現地及び諸規制等について調査確認を行ってください。 
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 物件番号 1 

位置図 

 

 

 

パスコ及びＩＰＣの Copyright 

土地明細図 
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建物明細図

1物件番号

平面図

４．５０ × １．８０ ＝ ８．１０００
９．００ × １２．１６ ＝ １０９．４４００
９．９０ × ６．２９ ＝ ６２．２７１０

合 計 ： １７９．８１１０
床面積 ： １７９．８１㎡

市 道
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物件状況確認書（売主が知り得ている事柄） 
 本物件は通常の経年変化によるほか、下記のとおりの状況です。 

 項目 状況 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

建 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 

物 

①雨漏り ☑ 現在まで雨漏りを発見していない 

□ 過去に雨漏りがあった。 

    箇所： 

    修理工事：未 ・ 済   年   月頃 

□ 現在雨漏り箇所がある。 

    箇所： 

 

②白蟻被害 ☑ 現在まで白蟻の被害を発見していない。 

□ 白蟻予防工事：未 ・ 済   年  月頃 

□ 過去に白蟻の被害があった。 

    箇所： 

    駆除と修理工事：未 ・ 済  年 月頃 

□ 現在白蟻の被害がある。 

    箇所： 

 

③建物の瑕疵（傾き・

腐食・不具合等） 

□ 発見していない ・ ☑発見している 

  箇所・状況： 

①庇裏側塗装に剥離がある。 

➁外壁の随所にクラック、塗装の剥げ等が

あ 

る 

④石綿使用調査結果

の記録 

☑ 無 ・ □ 有 

  調査年月日：       年   月頃 

  調査の実施機関： 

  調査の範囲： 

  備考欄： 

 

 

⑤給排水施設の故障

・漏水 

□ 発見していない ・ □ 発見している 

  箇所・状況： 

※上下水道なし 

⑥建物新築時の資料

及び分譲業者名 

建築確認済証：□ 有 ・ ☑ 無 

設計図書：□ 有 ・ ☑ 無 

検査済証：□ 有 ・ ☑ 無 
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⑦住宅性能評価 ☑ 無 ・ □有 （保存している資料） 

□ 設計住宅性能評価書 

□ 建設住宅性能評価書 

□ 既存住宅性能評価書 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

建 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

物 

⑧耐震診断及び地震

に対する安全性に関

する資料 

☑ 無 ・ □ 有 （保存している資料） 

□ 耐震基準適合証明書 

□ 既存住宅性能評価書 

□ 耐震診断結果報告書 

□ 既存住宅売買瑕疵保険の付保証明書 

□ その他（資料名：         ） 

⑨増改築・修繕・リフ

ォームの履歴及び資

料 

☑ 知らない 

□ 知っている （     年   月頃） 

箇所・内容： 

 

建設業者： 

建築確認済証：□ 有 ・ □ 無 

検 査 済 証：□ 有 ・ □ 無 

設 計 図 書：□ 有 ・ □ 無 

⑩建物状況調査 ☑ 無 

□ 有  □建物状況調査報告書 

      □建物状況調査の結果の概要 

作成年月日：    年   月   日 

調査実施者： 

備考： 

 

 

 
 

 


